
























































































































































































































































































































































２次答申（昭和46年６月11日）第２章 初等・中等教育の改革に関する基本構想 第２ 初等・中等教育改
革の基本構想 より引用
（２）中央教育審議会「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」（答申）（平成11年12月16日）第２





















評 価 項 目 28前期 28後期 29前期 29後期
学校は教育目標や重点的な取組を分
かりやすく伝えている
77.8 77.9 87.9 88.8
28後・28前 29前・28後 29後・29前 29後・28前
＋ 0.1 ＋ 10.0 ＋ 0.9 ＋ 11.0
学校は子供の基礎学力を育てる取組
を行っている
70.4 72.5 79.1 83.7
＋ 2.1 ＋ 6.6 ＋ 4.6 ＋ 13.3
学校は基本的な生活集団が身につく
取組を行っている
77.8 7.6 82.7 84.1
－ 0.2 ＋ 5.1 ＋ 1.4 ＋ 6.3
学校は人権を尊重するいじめのない
学校づくりに取り組んでいる
75.0 72.2 76.1 80.1
－ 2.8 ＋ 3.9 ＋ 4.0 ＋ 5.1
学校は工夫され充実した内容の学校
行事を実施している
70.2 71.4 83.0 88.2
＋ 1.2 ＋ 11.6 ＋ 5.2 ＋ 18.0
学校は子供や保護者の意見を取り入
れた教育活動を行っている
59.0 60.5 75.2 81.3
＋ 1.5 ＋ 14.7 ＋ 6.1 ＋ 22.3
学校担任や学年の先生は学校生活全般につ
いて子供によく分かるように指導している
81.3 83.1 86.7 88.2
＋ 1.8 ＋ 3.6 ＋ 1.5 ＋ 6.9
※表中の数値は、４段階評価の上位２段階（「評価できる」、「おおむね評価できる」）を合計したもの
（12）文部科学省「小中一貫教育等についての実態調査」（平成27年２月）中、「施設形態×小中一貫教育の成
果」の分析より引用
（13）神戸市教育委員会「平成30年度全国学力学習状況調査の結果について（速報）」「平成30年度神戸市学力
定着度調査 調査の概要・調査結果の概要」より引用
（14）柴山文部科学大臣より中央教育審議会への諮問（平成31年４月17日）では、「新時代に対応した義務教
育の在り方」のほか、「新時代に対応した高等学校教育の在り方」「増加する外国人児童生徒等への教育の
在り方」「これからの時代に対応した教師の在り方や教育環境の整備等」の三点が挙げられている。
（15）中央教育審議会初等中等教育分科会「新しい時代の初等中等教育の在り方 論点の取りまとめ」（令和元
年12月）中、「義務教育９年間を見通した教科担任制の在り方について」（論点）より引用
（16）文部科学省「令和３年度概算要求のポイント」によれば、「学校における働き方改革等」として、「小学
校専科教育の充実」のために加配定数2,000人を増要求する一方、「小人数によるきめ細かな指導体制の計
画的な整備」として、「学級編制の標準の引き下げ」等を事項要求している。
―73―
